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建築分野のDXの対応状況【建築確認】

建築確認等手続の電子化について
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○令和６年度の建築基準法施行規則の改正により、官から民への処分通知手続（確認済証等）で求めていた押印を廃止。
○令和７年４月１日より署名や押印をすることなく建築確認手続を電子で行うことが可能となった。
○押印のない確認済証等の真正性（処分権者が行った処分であること）及び非改ざん性（通知内容が改ざんされていないこと）の確認は建
築主又はその同意を得た者が交付者へ問い合わせること、又は、処分等概要書等を閲覧し情報を突合することにより可能。

＜電子による建築確認等手続の取扱いについて＞

確認申請書・計画通知書等（データ）

建築主

建築主事等
又は

指定確認検査機関

第三者
（金融機関等）

特定行政庁

確認済証等（データ）

＜真正性・非改ざん性の確認方法①＞
問合せにより、情報を突合

処分に関する情報

＜真正性・非改ざん性の確認方法②＞
処分等概要書等を閲覧し、情報を突合

参考：令和７年１月16日国住指第357号「情報通信技術を利用した建築基準法令に基づく建築確認等の手続の取扱いについて（技術的助言）」

台帳を整備



建築分野のDXの対応状況【建築確認】

電子申請受付システムについて
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建築分野のDXの対応状況【完了検査等】

建築基準法に基づく完了検査の遠隔実施について
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○生産年齢人口が減少する中で建築物の安全性を担保するため、デジタル技術も活用しつつ、持続可能な審査・検査体制の確
保が求められる。

○建築基準法に基づく完了検査等について、建築主事等がリモートで検査を行うことにより、移動時間の削減や一日当たりの検査
箇所数の増等が可能となり、生産性向上や働き方改革に資すると期待される。

○建築基準法上リモート検査は可能であるが、実施にあたっての基本的な考え方を運用指針として公表することで、実施に向けた環
境整備を行う。

検討スケジュール

完了検査の立ち合いの遠隔実施に係る運用指針を発出 完了検査等の検査者の遠隔実施に係る運用指針を発出

R4.5
完了検査の受検側の立合者の
遠隔対応に向けた実証等R3 完了検査の遠隔実施

に向けた実証等
完了検査等の遠隔実施に係る運用
指針発出に向けた実証・課題検証等R4 R5

R6.4

<リモート検査のメリット>
・移動時間の削減
・1日当たりの検査箇所数の増

・在宅での検査も可能に

<完了検査等のリモート実施のイメージ>

検査対象建築物の状態、計測・動作確認の
状況を映像等を検査者に送信

検査補助者

現場担当者

検査対象
建築物

検査の現場検査機関等の事務所

現場の映像等を確認
しながら検査を実施

検査者
通信回線
で接続

検査者は、現場にいる検査補助者から
送信される映像等を確認

検査補助者



建築分野のDXの対応状況【定期検査・報告】

新技術を活用した調査・検査の合理化について
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「目視により確認する」とされている調査・検査項目について、センサー等新技術を活用することにより合理的な調査・
検査を可能にする。

〇現行制度
• 定期調査・検査（建築物、昇降機、遊戯施設、建築設
備、防火設備）において、「目視により確認する。」とされて
いる調査・検査項目が多数存在する。

〇改正案
• 定期調査・検査（建築物、昇降機、遊戯施設、建築設
備、防火設備）において、「目視により確認する。」とされて
いる調査・検査方法について新技術を活用することを可能
とするため、「目視又はこれに類する方法により確認する。」
と改正する。

※ 「これに類する方法」として、技術的助言又は「調
査・検査業務基準」で赤外線装置・可視カメラ・セン
サー等の新技術を例示させる

〇課題
• 調査・検査の方法として、調査員又は検査員による「目視により確認する。」という形になっており、実質的に資格者の立会いが
必要である。

• 調査・検査そのものを合理化・高度化するため、センサー技術等の新たに開発される技術のうち、調査・検査における活用可能
性が検証できたものについては実用可能な仕組みを構築する必要がある。

令和６年６月28日公布 令和７年７月１日施行



建築分野のDXの対応状況【定期検査・報告】

定期報告受付に係るシステムの共通仕様書
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○ 建築物等の定期報告のオンライン化を促進するため、特定行政庁等において報告受付等のためのシステムを整備する際に必要
な機能等を整理した共通仕様書を作成し、公表（令和5年9月15日）

所有者・管理者

特定行政庁
（委託法人経由の報告を含む。）

調査者・検査者

（３）調査・検査
結果を報告

（４）受領・審査

（１）委託 （２）調査・検査

本システムのカバー範囲

（３）調査・検査
結果を報告

本システムのカバー範囲

通知

調査・提出

受領

審査

是正・勧告

報告済証送付

督促

台帳管理

公表・閲覧

• 一元的なデータベースから当該年度の報告対象（＝通知対
象）を抽出し、オンライン通知を可能とすることで、郵送作業等
にかかる特定行政庁の業務負荷を軽減

最低限の機能として装備するもの機能ごとのシステム化メリット

• オンラインで報告書の提出が完了できることで、移動や 印刷
等にかかる報告者の負荷を軽減

• 受領時の記入内容のエラーチェックやDB化を自動でできることで、
審査やデータ入力にかかる
特定行政庁の業務負荷を軽減

• 一元的なデータベースから指導の必要性が高い物件を抽出す
ることで、優先的な指導ならびに特定行政庁の業務負荷の軽
減を実施

• 一元的なデータベースから報告済証の送付・督促対象を抽出
することで特定行政庁の業務負荷を軽減

• （公表する場合は）一元的なデータベースから公表リスト等を
作成することで、特定行政庁の業務負荷を軽減

• 様々なデータ利活用が可能となり、定期報告制度を高度化



建築分野のDXの対応状況【建築士・建築士事務所】

建築士事務所登録のオンライン化への取組について

令和３年６月１８日に閣議決定された「規制改革実施計画」において、「オンライン利用率を大胆に引き上げる取組」を行うことが決
定されており、各都道府県の事務とされている建築士事務所における申請、届出等の一連の手続きにかかるオンライン化を推進している。

システム概要

オンライン化のメリット
申請者側

インターネット環境のみでいつでもどこからでも申請が可能

一度登録をいただければ、新規申請～更新～廃業まで、一連の手続きがオンラインにより完結

不明点等はチャット機能により照会が可能になり、申請がより容易になる

役員や建築士のリストはCSV形式のファイルによりまとめて入力が可能なため、申請の手間を省略できる

背景

建築士事務所１ 北海道登録機関

建築士事務所
登録受付
システム

建築士事務所２

建築士事務所３

建築士事務所ｎ

青森県登録機関

岩手県登録機関

沖縄県登録機関

・
・
・

・
・
・

インターネットにより手続

国が選定した
システム事業者により提供

▼新規登録等のオンライン化イメージ

○ オンライン化に係るシステムについて、国費で構築することにより、各都道府県の開発費は不要となる。
○ オンラン化に伴い、指定事務所登録機関（建築士事務所協会）では、窓口対応や入力事務が低減
○ システムの操作は簡単で特段のスキルは不要、万一操作に困った場合に備えて電話サポート窓口も設置

審査側
申請件数や未処理件数の表示により、対応漏れを防止することが可能

入力チェック機能により、申請者の記載ミス等が軽減され、審査が容易に

別途管理されている登録者情報と自動で突合することが可能になり、手間を省略できる

書類は一定年数システムに保存されるため、提出した、しないのトラブル防止になる
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建築分野のDXの対応状況【大臣認定】

大臣認定に係る手続きのオンライン化
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○大臣認定に係る手続き（年間手続き数：3,452件（Ｒ元年度））について、申請者
の利便性等の向上を図るとともに、認定事務の負担軽減、審査の効率化・迅速化を図る
ため、Ｈ30年度の予算で認定申請手続きのオンライン申請システムを構築。令和元年度
より運用開始。

○一方で、オンライン申請手続き開始後も、申請書（鑑）（収入印紙付）は別途原本を
郵送し、認定書は交付後印刷して郵送するなど完全なデジタル化に至っておらず、オンライ
ン申請の利便性に課題。

現状・課題

○ オンライン利用率を向上させるため、オンライン申請
の利便性向上が必要。【規制改革実施計画】

○ 具体的には、認定書の電子送付や、手数料納付方
法を含む申請のあり方の検討等により、完全デジタル
化を目指す。

建築基準法に基づく構造方法等
の認定に係る手続きについては、
政府の計画において目標等が定め
られている。

利便性の向上を図る行政手続等の対象事業の一つとされ、

デジタル・ガバメント実行計画（R2.12.25閣議決定）
既にオンライン化を実現している行政手続きにおける更なる
利便性の向上を図る行政手続等の対象事業の一つとされ、
申請者等の意見を踏まえた改修等を行う。

規制改革実施計画（R3.6.18閣議決定）
オンライン利用率を大胆に引き上げる取組の対象事業の
一つとされ、オンライン利用率目標等を設定している。
37.5％（令和元年度）⇒97.5％（令和7年2月）

施策の必要性

平成30年度予算でオンライン
申請システムの構築を行ったと
ころであり、政府方針を踏まえ
たオンライン利用率の向上、
完全デジタル化等を推し進め
るため、既存システムの運用・
保守に加え、利用率の向上を
図るための利便性向上に資す
る検討・改修を行う。

事業概要 ■従来の申請

・年間約4,000件を国交省の
担当官が審査している

・認定書等の作成のために必要
な情報は担当官が直接入力
する必要があり事務負担が大
きい

・大量の申請書類の管理は煩
雑

①申請

④認定書交付

③審査・省内手続き

・大量の申請書類の
準備が必要
・申請の度に国交省
へ足を運ぶ必要が
ある

・担当官の予定次第で、申請待ちが
発生することもある

➄公文書管理
・認定に係る文書はわざわざスキャナでpdf化
して管理している

・画像化されているため認定内容の文字情報
の検索ができない

申請者

国土交通省②受付

■オンライン申請の場合

・申請データから
保管用のデータを作成可能
・認定内容の文字情報が検索可能

申請者

・自社からいつでも
申請可能
・申請書類の持参は不要

①申請

国土交通省

・パソコン上で審査
・書類管理は不要
・申請者が入力した情報から認
定書等の作成が行えるため、
事務負担は軽減

➁審査・省内手続き

④公文書管理

➂認定書交付

オンライン
申請
システム



BIMに係る取組について
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BIMに係る取組について

BIM活用の目指す姿
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2D図面審査と同等、あるいはそれよりも手間がかからない
申請・審査の実現
審査支援機能実現のための審査データの標準化

BIM活用の
普及を後押し

建築に関わるデータが正規化
審査支援機能による審査期間の短縮と審査業務の
効率化

（標準化された）
BIMデータの活用
（標準化された）
BIMデータの活用

実現するため、設計・審査・施工・保守の各工程で
建築業界全体の生産性の向上を

実現するため、設計・審査・施工・保守の各工程で

BIMデータの活用の普及

現在

2026年春

2029年春



BIMに係る取組について

BIMによる建築確認
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BIMデータから出力されたIFCデータとPDF形式の
図書の提出により、図面間の整合チェックが不要と
なり、審査期間の短縮に寄与

BIMデータ

提出

提出

（オリジナルデータ）

：審査対象範囲：CDE上での提出範囲※ IFC：BIMの共通ファイルフォーマット

BIM図面審査

開始
2026年春

全国展開
2027年度

IFCデータを活用した
審査対象を順次拡大

将来像

IFCデータを審査に活用し、審査に必要な情報が自
動表示されることにより、更なる審査の効率化（審
査期間の更なる短縮）に寄与

BIMデータ審査

BIMデータ

提出

提出

審査対象
IFCデータによる審査対象以外

IFC※データ

３D
＋属性

情報

２D

審査対象
従来と同様の申請図書

IFC※データ

３D 

ビューア

●●●

審査対象
＋

審査対象外
（参考扱い）

PDF形式の図書

２D

審査に必要な情報
が自動表示

2029年春

（オリジナルデータ）

PDF形式の図書PDF形式の図書



BIMに係る取組について

建築ＧＸ・ＤＸ推進事業
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新規
令和７年度当初予算案：65億円
令和６年度補正予算：５億円

建築物のLCAの実施によるLCCO2削減の推進（GX）と建築BIMの普及拡大による生産性向上の推進（DX）を一体的・総合
的に支援し、取組を加速化させることを目的として、「建築GX・DX推進事業」を創設する。

＜BIM活用型＞
• 次の要件に該当する建築物であること。

耐火/準耐火建築物等 省エネ基準適合
• 元請事業者等は、下請事業者等による建築BIMの導入を支援すること
• 元請事業者等は、本事業の活用により整備する建築物について、維持管
理の効率化に資するBIMデータ整備を行うこと

• 元請事業者等または下請事業者等またはその両者は、上記のうち大規模
な新築プロジェクトにあっては、業務の効率化又は高度化に資するものとして
国土交通省が定めるBIMモデルの活用を行うこと

● 補助要件 ● 補助額等
＜BIM活用型＞
• 設計調査費及び建設工事費に対し、BIM活用による掛かり増し費用の
1/2を補助（延べ面積に応じて補助限度額を設定）

＜LCA実施型＞
• LCAの実施に要する費用について、上限額以内で補助
BIMモデルを作成せずにLCAを行った場合：650万円
BIMモデルを作成した上でLCAを行う場合：500万円

※ LCA算定に必要なCO2原単位も策定する場合の上限額は、400万円
を加算

BIMモデルと部材等のCO2原単位を紐づけ

＜BIMモデルを活用したLCAの実施イメージ＞• 元請事業者等及び下請事業者等は、 「BIM活用事業者登録制
度」に登録し、補助事業完了後３年間、BIM活用状況を報告する
こと。また、国土交通省が定める内容を盛り込んだ「BIM活用推進
計画」を策定すること

＜LCA実施型＞
• LCA算定結果を国土交通省等に報告すること（報告内容をデータ
ベース化の上、毎年度公表）

• 国土交通省等による調査に協力すること
※ BIMモデルを作成した上でLCAを行う場合は、BIM活用型、LCA
実施型のいずれの要件も満たすこと。


